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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第67期

第１四半期
連結累計期間

第68期
第１四半期
連結累計期間

第67期

会計期間

自平成25年
 ４月１日
至平成25年
 ６月30日

自平成26年
 ４月１日
至平成26年
 ６月30日

自平成25年
 ４月１日
至平成26年
 ３月31日

売上高 （百万円） 106,971 107,677 437,807

経常利益 （百万円） 8,321 7,817 32,323

四半期（当期）純利益 （百万円） 4,818 5,154 17,258

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 7,822 3,980 23,507

純資産額 （百万円） 189,900 208,057 206,667

総資産額 （百万円） 311,695 335,217 338,935

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 53.33 56.90 190.77

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 53.27 56.87 190.51

自己資本比率 （％） 57.7 58.9 57.9

　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含んでおりません。

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。なお、主要な関係会社の異動は、次の通りであります。

 

（日本）

持分法適用関連会社であった㈱TRMACエンジニアリングは議決権の所有割合が増加したことにより子会社となった

ため、当第１四半期連結累計期間より連結の範囲に含めております。

 

EDINET提出書類

株式会社東海理化電機製作所(E01898)

四半期報告書

 2/17



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に

記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1) 業績の状況

　当第１四半期連結累計期間の世界経済は、日本では消費税増税に伴う駆け込み需要の反動減により景気が減速

し、また、新興国の一部では成長が鈍化したものの、米国や欧州では景気の回復が継続しました。そのため、世界

全体では、緩やかな成長となりました。

　自動車業界におきましては、消費税増税に伴う駆け込み需要の反動減が見られる日本、また、景気の鈍化が見ら

れるブラジル・インド・タイでの販売台数は前年同期を下回りました。一方、買い替え需要の根強い米国、所得向

上により自動車普及が進む中国での販売台数増加などにより、世界全体では、前年同期を上回りました。

　当第１四半期連結累計期間の業績につきましては、連結売上高は107,677百万円と、前年同四半期に比べ706百万

円(0.7％)の増収となりました。利益につきましては、連結営業利益は7,300百万円と、前年同四半期に比べ765百

万円(△9.5％)、連結経常利益は7,817百万円と、前年同四半期に比べ504百万円(△6.1％)それぞれ減益となり、連

結四半期純利益は5,154百万円と、前年同四半期に比べ336百万円(7.0％)の増益となりました。

 

セグメントの業績は、次の通りであります。

（日本）

客先生産台数の減少などにより、売上高は67,327百万円と、前年同四半期に比べ3,394百万円(△4.8％)の減収と

なりました。営業利益は、合理化等に積極的に取り組んだものの、売上高の減少などにより3,213百万円と、前年

同四半期に比べ2,761百万円（△46.2％)の減益となりました。

 

（北米）

客先生産台数の増加などにより、売上高は24,874百万円と、前年同四半期に比べ1,987百万円(8.7％)の増収とな

りました。営業利益は、売上高の増加や合理化等に積極的に取り組んだことにより1,255百万円と、前年同四半期

に比べ188百万円（17.6％)の増益となりました。

 

（アジア）

売上高は22,950百万円と、前年同四半期に比べ558百万円(2.5％)の増収となりました。営業利益は、売上高の増

加や合理化等に積極的に取り組んだことにより2,278百万円と、前年同四半期に比べ384百万円(20.3％)の増益とな

りました。

 

（その他）

売上高は6,579百万円と、前年同四半期に比べ582百万円(9.7％)の増収となりました。営業利益は、売上高の増

加などにより403百万円と、前年同四半期に比べ208百万円(106.5％)の増益となりました。

 

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(3) 研究開発活動

 当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動金額は、5,128百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成26年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年７月31日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 94,234,171 94,234,171

東京証券取引所

名古屋証券取引所

各市場第一部

単元株式数100株

計 94,234,171 94,234,171 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

自　平成26年４月１日

至　平成26年６月30日
－ 94,234,171 － 22,856 － 25,110

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成26年３月31日）に基づく株主名簿による記載をして 

おります。

 

①【発行済株式】

平成26年６月30日現在
 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式  3,653,600 － －

完全議決権株式(その他) 普通株式 90,527,100 905,271 －

単元未満株式 普通株式     53,471 － －

発行済株式総数 94,234,171 － －

総株主の議決権 － 905,271 －

　（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式79株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成26年６月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義

所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

株式会社

東海理化電機製作所

愛知県丹羽郡大口町

豊田三丁目260番地
3,653,600 － 3,653,600 3.87

計 － 3,653,600 － 3,653,600 3.87

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成26年４月１日から平

成26年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成26年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 25,840 29,580

受取手形及び売掛金 58,446 54,162

電子記録債権 9,925 9,764

有価証券 46,191 33,113

商品及び製品 9,290 8,828

仕掛品 14,965 14,372

原材料及び貯蔵品 6,851 6,703

その他 17,657 20,644

貸倒引当金 △46 △48

流動資産合計 189,121 177,122

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 29,224 28,703

機械装置及び運搬具（純額） 27,320 27,527

その他（純額） 31,777 34,322

有形固定資産合計 88,322 90,552

無形固定資産   

のれん － 142

その他 1,701 1,697

無形固定資産合計 1,701 1,839

投資その他の資産   

投資有価証券 42,097 47,265

その他 17,815 18,559

貸倒引当金 △122 △122

投資その他の資産合計 59,790 65,703

固定資産合計 149,814 158,095

資産合計 338,935 335,217
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成26年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 39,018 37,199

電子記録債務 17,480 17,921

短期借入金 4,138 3,505

1年内返済予定の長期借入金 5,181 169

未払法人税等 3,744 2,408

賞与引当金 6,918 3,676

製品保証引当金 10,922 10,889

その他の引当金 319 76

その他 22,942 29,235

流動負債合計 110,666 105,081

固定負債   

長期借入金 2,615 2,462

役員退職慰労引当金 522 472

退職給付に係る負債 17,447 18,264

資産除去債務 67 67

その他 948 811

固定負債合計 21,601 22,078

負債合計 132,268 127,160

純資産の部   

株主資本   

資本金 22,856 22,856

資本剰余金 25,225 25,234

利益剰余金 147,302 149,895

自己株式 △6,569 △6,529

株主資本合計 188,814 191,457

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 3,158 3,087

為替換算調整勘定 1,054 △244

退職給付に係る調整累計額 3,060 3,077

その他の包括利益累計額合計 7,273 5,920

新株予約権 530 502

少数株主持分 10,048 10,177

純資産合計 206,667 208,057

負債純資産合計 338,935 335,217
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

売上高 106,971 107,677

売上原価 91,179 91,962

売上総利益 15,791 15,714

販売費及び一般管理費 7,726 8,414

営業利益 8,065 7,300

営業外収益   

受取利息 117 98

受取配当金 122 170

持分法による投資利益 28 53

為替差益 － 89

その他 139 173

営業外収益合計 408 584

営業外費用   

支払利息 49 43

為替差損 68 －

その他 34 23

営業外費用合計 152 67

経常利益 8,321 7,817

特別利益   

負ののれん発生益 290 －

新株予約権戻入益 11 16

特別利益合計 302 16

特別損失   

投資有価証券評価損 7 1

特別損失合計 7 1

税金等調整前四半期純利益 8,615 7,832

法人税等 3,500 2,394

少数株主損益調整前四半期純利益 5,115 5,438

少数株主利益 297 283

四半期純利益 4,818 5,154
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 5,115 5,438

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 1,163 △54

為替換算調整勘定 1,483 △1,370

退職給付に係る調整額 － 19

持分法適用会社に対する持分相当額 59 △51

その他の包括利益合計 2,706 △1,457

四半期包括利益 7,822 3,980

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 7,327 3,800

少数株主に係る四半期包括利益 495 179
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　（1）連結の範囲の重要な変更

　持分法適用関連会社であった㈱TRMACエンジニアリングは議決権の所有割合が増加したことにより子会社と

なったため、当第１四半期連結会計期間より連結の範囲に含めております。

 

（2）持分法適用の範囲の重要な変更

　㈱TRMACエンジニアリングは持分法適用関連会社から連結子会社となったため、当第１四半期連結会計期間

より持分法適用の範囲から除外しております。また、前連結会計年度において持分法適用関連会社であった艾

賦醍(上海)商貿有限公司は、全出資持分を売却したため、当第１四半期連結会計期間より持分法適用の範囲か

ら除外しております。

 

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給

付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法について

も、従業員の平均残存勤務期間に基づく割引率から単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１四

半期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しております。

　この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る資産が390百万円、退職給付に係る負債が683百

万円、繰延税金資産が28百万円それぞれ増加し、利益剰余金が264百万円減少しております。また、この変更が

当第１四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）、のれんの償却額及び負の

のれんの償却額は、次の通りであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

減価償却費 3,688百万円 4,044百万円

のれんの償却額 0百万円 8百万円

負ののれんの償却額 9百万円 9百万円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月12日

定時株主総会
普通株式 1,625 18 平成25年３月31日 平成25年６月13日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月12日

定時株主総会
普通株式 2,355 26 平成26年３月31日 平成26年６月13日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　 至　平成25年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント その他

（注）１
合計

調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 日本 北米 アジア 計

売上高         

外部顧客への売上高 57,637 22,850 20,561 101,050 5,920 106,971 － 106,971

セグメント間の内部
売上高又は振替高

13,083 36 1,830 14,950 76 15,026 △15,026 －

計 70,721 22,887 22,392 116,000 5,997 121,997 △15,026 106,971

セグメント利益 5,974 1,067 1,894 8,936 195 9,131 △1,066 8,065

（注）１　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、欧州及び南米の現地法人

　　　　　の事業活動を含んでおります。

　　２　セグメント利益の調整額△1,066百万円は、セグメント間取引消去であります。

　　３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（重要な負ののれん発生益）

　日本セグメントにおいて、連結子会社の自己株式取得により、当第１四半期連結累計期間において、負の

のれん発生益290百万円を計上しております。

　なお、負ののれん発生益は特別利益のため、セグメント利益には含めておりません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　 至　平成26年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント その他

（注）１
合計

調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 日本 北米 アジア 計

売上高         

外部顧客への売上高 55,657 24,814 20,755 101,226 6,450 107,677 － 107,677

セグメント間の内部
売上高又は振替高

11,670 60 2,194 13,925 128 14,053 △14,053 －

計 67,327 24,874 22,950 115,152 6,579 121,731 △14,053 107,677

セグメント利益 3,213 1,255 2,278 6,747 403 7,151 149 7,300

（注）１　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、欧州及び南米の現地法人

　　　　　の事業活動を含んでおります。

　　２　セグメント利益の調整額149百万円は、セグメント間取引消去であります。

　　３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

　日本セグメントにおいて、㈱TRMACエンジニアリングが持分法適用関連会社から連結子会社となったことに

伴い、当第１四半期連結累計期間において、のれんの金額が154百万円増加しております。
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（企業結合等関係）

取得による企業結合

１．企業結合の概要

（1）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　㈱TRMACエンジニアリング

事業の内容　　　　車載用電子機器の設計、評価

（2）企業結合を行った主な理由

　同社の車載用電子機器に関する専門知識を活用することで、当社のソフトウェア開発において、業務の効率

化、品質の向上を図るため。

（3）企業結合日

平成26年5月8日

（4）企業結合の法的形式

現金を対価とする株式の取得

（5）結合後企業の名称

結合後企業の名称に変更はありません。

（6）取得した議決権比率

企業結合直前に所有していた議決権比率　　　 35.0％

企業結合日に追加取得した議決権比率　　　　 65.0％

取得後の議決権比率　　 　　　　　　　　　 100.0％

（7）取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。

 

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

平成26年４月１日から平成26年６月30日まで（当第１四半期連結会計期間の期首をみなし取得日としているた

め、第１四半期連結会計期間の業績が含まれております。）

 

３．被取得企業の取得原価及びその内訳

企業結合直前に保有していた㈱TRMACエンジニアリング株式の企業結合日における時価　　23百万円

㈱TRMACエンジニアリング株式の追加取得に伴い支出した現金　　　　　　　　　　　　 219百万円

取得原価　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　243百万円

 

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

（1）発生したのれんの金額

162百万円

（2）発生原因

今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力に関連して発生したものであります。

（3）償却方法及び償却期間

５年間にわたる均等償却
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、

以下の通りであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

（1）１株当たり四半期純利益金額 53円33銭 56円90銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 4,818 5,154

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 4,818 5,154

普通株式の期中平均株式数（千株） 90,351 90,587

（2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 53円27銭 56円87銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（千株） 97 49

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成２６年７月３１日

株式会社東海理化電機製作所

取締役会　御中

 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 津田　良洋　　印

 
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士

 

奥田　真樹　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社東海理

化電機製作所の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成26年４月１

日から平成26年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。
 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東海理化電機製作所及び連結子会社の平成26年６月30日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。
 
利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上

（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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